
コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制持続的な企業価値向上のために
ガバナンスの強化を進めています
会社は、株主から預託された資本をもとに公正な企業活動を
通じて中長期的に企業価値の増大を求めるものであり、顧
客、株主、従業員、取引先、地域社会等のあらゆるステークホ
ルダーに対する責任を考慮し、公器として企業活動を通じて
社会に貢献することを期待されています。会社経営者はこの
ような社会の仕組みのなかで優れた企業活動を行うことを
求められており、会社を永続的に発展させ、説明責任を果た
すことにより経営の透明性を高め、社会的責任を果たさなく

てはなりません。
当社は、上記の考えに基づき、あらゆるステークホルダーか
ら支持と信頼を獲得し続けるため、企業の社会的責任を果た
しつつ、お客様に喜ばれる商品・サービスの提供に永続的に
取り組むことにより、「オートバックス」ブランドの維持・向上に
努めることが最も重要であるとの認識のもと、継続的なコー
ポレート・ガバナンスの強化、改善に努めています。

当社は、取締役会による業務執行の監督と、監査役による監
査の二重の経営のチェック機能を有する監査役会設置会社
の形態を採用しています。
2016年6月21日現在、取締役総数9名のうち社外取締役が3
名を占めている当社は「社外取締役を中心とした取締役会」に
該当しますが、社外取締役全員と代表取締役により構成され
るガバナンス委員会を設置しており、監査役会設置会社をベー
スとしつつ委員会設置会社の機能をも併せ持つ、いわゆるハイ
ブリッド型のコーポレート・ガバナンス体制を整えています。

経営、業務執行体制
1） 取締役会
代表取締役が議長を務め、取締役総数9名（執行役員兼務6
名、社外取締役3名）で構成し、原則として月1回開催してい
ます。取締役会は、法令または定款で定められた事項および
会社の事業活動に関する重要事項について意思決定し、ま
た必要に応じて報告を受けています。監督機能の強化を図る
ため、社外取締役数は、在任取締役総数の3割を超えるよう
に努めるとともに、一般株主の利益保護のため独立性を重視
して選定し、中長期的な企業価値の増大を図るための最善
の意思決定を行うよう努めています。
2） 経営会議
社長執行役員が議長を務め、役付執行役員により構成し、原
則として月1回開催しています。取締役会決議事項に内在す
るリスクおよびその対策等を事前に審議し、その過程および
結果を取締役会に報告するほか、全社方針・計画の立案を
行っています。経営会議には、オブザーバーとして社外取締
役および監査役が出席し、議案の審議等につき必要な発言
を適宜行っています。
3） その他の各種会議体
全社に係る方針や経営課題の討議および業績や中期経営
計画の進捗確認、ならびに個別事業に係る戦略の進捗確認、
分析、対策立案等を行うため、執行役員が中心となり開催す

る会議体を設置。原則として月1回から2回、開催しています。

諮問機関等
1） ガバナンス委員会
ガバナンス委員会は、社外取締役を委員長とし、社外取締役
全員と代表取締役により構成しています。原則として月1回
開催し、取締役会に対して、社内取締役および役付執行役員
の候補者選任、取締役および執行役員の報酬体系、ガバナ
ンスに関わるその他の事項に関する答申と提言を行います。
2） リスクマネジメント委員会
代表取締役社長執行役員を委員長とし取締役兼務執行役員
および内部統制を担当する執行役員により構成しています。
原則として年1回開催し、リスクマネジメント年度方針を策定。
リスクマネジメントの円滑、適正な推進に努めています。

監査体制
1） 内部監査
スタッフ9名の体制で、内部統制システムの評価を行うととも
に、当社および子会社の業務が、法令、規程およびマニュア
ル等に基づき適正に運用されているかを、継続的に監査して
います。評価および監査結果は、代表取締役、監査役および
執行役員等に適宜報告し、該当部門に不備の是正、改善を
指示しています。
2） 監査役監査
監査役会は監査役4名（うち社外監査役3名）で構成され、監
査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況および結果について、取締役会および会計監査人からその
職務の遂行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めます。また各監査役は、重要会議に出席し、取締役の職務遂
行および執行役員の業務執行の監査を行っています。
3） 会計監査
当社は、有限責任監査法人トーマツとの間で監査契約を締
結し、会計監査を受けています。
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■ コーポレート・ガバナンスの特徴

取締役9名（うち独立役員3名）
（議長：代表取締役）

株主総会

役付執行役員
（議長：社長執行役員）
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■ 近年のコーポレート・ガバナンス強化の変遷

執行と監督の分離 
執行役員制度を採用し経営責任を明確化

監督機能の強化
社外役員を積極的に登用

指名・報酬の透明性・客観性の確保
取締役会諮問機関としてガバナンス委員会を設置

全社外取締役と
代表取締役で構成。
委員長は社外取締役が就任。

一般株主の利益保護 
独立役員のみを社外役員に選任

適切・迅速な意思決定と合意形成 
取締役・執行役員の適切な情報共有と議論

●社外取締役 10名中2名
●「指名諮問委員会」設置 （2010年4月ガバナンス委員会に統合）

2006年
3月期

●社外取締役 8名中3名
●「経営理念」改定
●「社外役員の独立性要件」制定
●社外監査役 4名中3名

2011年
3月期

2012年
3月期

●「筆頭独立社外取締役」設置
●「独立役員連絡会」設置
●「取締役評議会」実施

2016年
3月期

●社外取締役 9名中4名　　
●社外監査役 5名中3名
●「ガバナンス委員会」設置
●「リスクマネジメント委員会」設置
●業務執行体制の強化を目的に「経営会議」、
 その他の各種会議体を設置

2009年
3月期

●「コーポレート・ガバナンス方針」制定2010年
3月期

取締役による業務執行監督機能を維持・向上するた
め、執行役員制度を採用して業務執行機能と監督機
能を分離しています。

社外取締役の比率を3割超にすることで、監督機能の強化、意思決定プロセスの透明
性・客観性を確保しています。

ガバナンス委員会が取締役、役付執行役員の指名および報酬などの事項を諮問する
ことで、経営の透明性と客観性を高めます。

社外役員6名全員を独立役員とすることで、社外取
締役および社外監査役の独立性を確保するととも
に、一般株主の利益保護に努めています。

取締役会が議論と意思決定を適切・迅速にできるよ
う、執行役員で構成する各種会議体から経営課題や
業績に関する適切な情報を提供しています。
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33.3%

社外取締役の比率

（9名中3名）

75%

社外監査役の比率

（4名中3名）
75%

ガバナンス委員会の
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(4名中３名）
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